
参考資料

令和3年2⽉17⽇（⽔）
⽇本医師会定例記者会⾒

（医師の働き⽅改⾰の進捗について）



「働き過ぎ」を防ぎながら、「ワーク・ライフ・バランス」と
「多様で柔軟な働き方」を実現

目的

主な見直し内容

１．労働時間に関する制度の見直し
（１）長時間労働の是正（時間外労働の上限規制の導入）
（２）労働時間の状況の把握の実効性確保

５．勤務間インターバル制度の導入促進

２．１人１年あたり５日間の年次有給休暇の取得義務付け

３．月６０時間を超える残業は割増賃金率を引き上げ

４．産業医・産業保健機能の強化

働き方改革関連法（2018年6月29日成立）
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時間外労働の上限規制の導⼊
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合
でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度
に設定。

（２）労働時間の状況の把握の実効性確保
・労働時間の状況を省令で定める方法（※）により把握しなければならないこととする。

（労働安全衛生法の改正）
※今後、省令で使⽤者の現認や客観的な⽅法による把握を原則とすることを定める

（１）⻑時間労働の是正

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か⽉まで

１年間＝１２か月

１ 労働時間に関する制度の⾒直し（労働基準法、労働安全衛⽣法）

大臣告示

【医師】
改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。
具体的な上限時間等は省令で定めることとし、医療界の参加による検討の場において、規制の具体的あり方、
労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る。

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律によ
る上限
（原則）

法律による上限（例
外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満（休
日労働含む）

１年間＝１２か
月

年間６か⽉まで

2019年4月1日から適用

2019年4月1日から適用（医師以外）

働き方改革関連法（2018年6月29日成立）
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医師の時間外労働規制について

Ｃ-２

月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置

将来に向け
て縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／
月100時間未満（例外あ

り）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤
務医に2024年度
以降適用される

水準

※実際に定める３６協
定の上限時間数が一般
則を超えない場合を除
く。

連続勤
務時間
制限28
時間・
勤務間
イン

ターバ
ル９時
間の確
保・代
償休息
のセッ
ト（義
務）

連続勤務時
間制限28時
間・勤務間
インターバ
ル９時間の
確保・代償
休息のセッ
ト（義務）
※臨床研修医
については連
続勤務時間制
限を強化して
徹底

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消
（＝2035年度末を目標）

後）

一般則

※実際に定める
３６協定の上限
時間数が一般則
を超えない場合
を除く。

連続勤務時
間制限28時
間・勤務間
インターバ
ル９時間の
確保・代償
休息のセッ
ト（義務）

連続勤務時間制限28
時間・勤務間イン
ターバル９時間の確
保・代償休息のセッ
ト（努力義務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間未満（例外あ
り）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水

準

(

医
療
機
関
を
指
定)

Ｃ-１ Ｃ-２Ｃ-１：臨床研修医・専攻医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ-２：医籍登録後の臨床従事６年目

以降の者が、高度技能の育成が公益

上必要な分野について、指定された

医療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-
１

Ｃ-
２

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的措置を講ずる。

地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準

(

医
療
機
関
を
指
定)

連携Ｂ Ｂ

※連携Ｂの場合は、個々の医療機関における時間外・休日労働の上限は年960時間以下。
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各水準の指定と適用を受ける医師について

△△科 ××科 ○○科

（Ｂ）⽔準の
指定を受けた医療機関

（Ａ）⽔準の
業務に従事する医師

（Ｂ）⽔準の
業務に従事し、⻑時間
労働が必要となる医師

⻑時間、集中的に経験を
積む必要のある研修医

特定の⾼度な技能の修得
のため集中的に⻑時間
修練する必要のある医師

（Ｂ）⽔準は
適⽤されず、

（Ａ）⽔準が適⽤

（Ｂ）⽔準が
適⽤される

（Ｃ）−１⽔準
の指定が別途必要

（Ｃ）−２⽔準
の指定が別途必要

36協定で
定めることが
できる時間*

実際に働くこと
が

できる時間*
（通算）

（Ａ） 960以下 960以下

連携（Ｂ） 960以下 1,860以下

（Ｂ） 1,860以下 1,860以下

（Ｃ）－１ 1,860以下 1,860以下

（Ｃ）－２ 1,860以下 1,860以下

地域医療確保のために
派遣され､通算で⻑時間
労働が必要となる医師

（Ａ）⽔準以外の各⽔準は、指定を受けた医療機関に所属する全ての医師に適⽤されるのではなく、
指定される事由となった業務に従事する医師にのみ適⽤される。所属する医師に異なる⽔準を適⽤
させるためには、医療機関はそれぞれの⽔準についての指定を受ける必要がある。

連携（Ｂ）⽔準
の指定が別途必要

*年の時間外・休⽇労働時間数。
なお、簡明さを優先し、詳細は省略している。

臨床研修医には
より強い健康確保措置
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労働基準法第33条第1項
（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等）

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、労働時間を延長し、休日に労働
させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に遅滞なく
届け出なければならない。

医師の働き方では大きく関係する内容

厚労省 新型コロナウイルスに関するQ&A（企業の⽅向け）
令和２年12⽉28⽇時点版

新型コロナウイルス感染症の労働法令での取り扱い

5



新

旧

宿⽇直許可の取扱い（労働時間適⽤除外）

常態度としてほとんど労働する必要がない勤務のみを認めるものであり、病室の定時巡回、少数の要注
意患者の検脈、検温等の特殊な措置を要しない軽度の、⼜は短時間の業務を⾏うことを⽬的とするもの
に限ること。したがって、原則として、通常の労働の継続は認められないが、救急医療等を⾏うことが
稀にあっても、⼀般的にみて睡眠が充分とりうるものであれば差し⽀えないこと。

・医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等
による診察等（軽度の処置を含む。以下同じ。）や、看護師等に対
する指⽰、確認を⾏うこと。

・医師が、外来患者の来院が通常想定されない休⽇・夜間（例えば
⾮輪番⽇であること）において、少数の軽症の外来患者や、かかり
つけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看
護師等に対する指⽰、確認を⾏うこと。

・宿⽇直の許可が与えられた場合に
おいて、宿⽇直中に、通常の勤務時
間と同態様の業務に従事すること
（医師が突発的な事故による応急患
者の診療⼜は⼊院、患者の死亡、出
産等に対応すること、⼜は看護師等
が医師にあらかじめ指⽰された処置
を⾏うこと等）が稀にあったときに
ついては、⼀般的にみて、常態とし
てほとんど労働することがない勤務
であり、かつ宿直の場合は、夜間に
⼗分な睡眠がとり得るものである限
り、宿⽇直の許可を取り消す必要は
ないこと

具体的な例⽰

勤務の態様

※1 厚⽣労働省労働基準局⻑「医療機関における休⽇及び夜間勤務の適正化について」（H14.3.19)
※2 厚⽣労働省労働基準局⻑「医師、看護師等の宿⽇直許可基準について」（R1.7.1)

※2

※1
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